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人工衛星等による生育観測技術の概要

圃場における土壌の物理特性や化学特性、作物の生育状況を観測する技術であり、
取得可能なパラメータや測定する波長帯によって、4種類の技術に大別

• 1 つの圃場における土壌中の物理特性（水分量等）や化学特性（養分量等）を評価するIoT技術

広い
（数km～数百km）

観測範囲

狭い
（～1km※4程度）

区分

可視光利用型
（波長：350nm～800nm）

赤外線利用型
（波長：800nm～1,700nm）

ドローン／
UAV※3利用型

（波長：350nm～1,700nm）

レーダ利用型
（波長：350nm～1m）

• NDVI※1

• 腐植量
• 土壌水分量
• 地温 等

取得可能パラメータ

• NDVI
• 腐植量
• 土壌水分量
• 地温 等

• 土壌水分量
• 地温
• EC※2

• pH   等

• 計測対象から届く短波長の電磁波（可視光や赤外線）を
センサによって観測する手法や計測対象に電磁波を照射した
際に得られる反射波から観測する手法が存在

• 太陽光が地球の表面等で反射や散乱、吸収した電磁波を
観測

• 主に、人工衛星に搭載したセンサを活用

技術概要

• 計測対象から届く短波長、長波長の電磁波（可視光、
マイクロ波等）をセンサによって観測する手法

• 衛星センサに比べ、搭載センサや解像度を柔軟に選定可能

• 計測対象から届く短、長波長の電磁波（可視光、マイクロ
波等）をセンサによって観測する手法や計測対象に電磁波
を照射した際に得られる反射波から観測する手法が存在

※1 Normalized Difference Vegetation Index（正規化植生指数）、※2 Electric Conductivity（電気伝導度）、※3 Unmanned Aerial Vehicle（無人航空機）、※4 100haから1km2、1kmに換算
出典：農林水産省「令和元年度ICTやAI化に対応した新たな土づくり体制実態調査委託事業」（令和元年11月）等より作成

https://www.maff.go.jp/j/budget/yosan_kansi/sikkou/tokutei_keihi/R1itaku/R1ippan/attach/pdf/index-195.pdf

https://www.maff.go.jp/j/budget/yosan_kansi/sikkou/tokutei_keihi/R1itaku/R1ippan/attach/pdf/index-195.pdf
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人工衛星等による生育観測技術に関する特許出願数の推移

2003～2022年にかけて、土壌・生育診断関連特許の出願数は増加傾向にあり、
特に2019年を境に毎年1,000件以上の特許が出願
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土壌・生育診断に関する上位特許権者リスト

土壌・生育診断関連特許の上位特許権者は中国に一極集中しており、多くは大学・研究
機関等が保有

# 特許権者名（国籍） 保有数

1 CHINA AGRICULTURAL UNIVERSITY（中国） 107

2 ZHEJIANG UNIVERSITY（中国） 91

3 NANJING AGRICULTURAL UNIVERSITY（中国） 59

4 NORTH WEST AGRICULTURE & FORESTRY UNIVERSITY
（中国） 52

5 CHINA INSTITUTE OF WATER RESOURCES & 
HYDROPOWER RESEARCH（中国） 51

6
INSTITUTE OF AGRICULTURAL RESOURCES & 
REGIONAL PLANNING CHINESE ACADEMY OF 
AGRICULTURAL SCIENCES（中国）

45

7 PETROCHINA（中国） 41

8 INSTITUTE OF GEOGRAPHIC SCIENCES & NATURAL 
RESOURCES RESEARCH CAS（中国） 39

9 SHANDONG AGRICULTURAL UNIVERSITY（中国） 38

9 WUHAN UNIVERSITY（中国） 38

# 特許権者名（国籍） 保有数

11 BEIJING RESERACH CENTER FOR INFORMATION 
TECHNOLOGY AGRICULTURE（中国） 37

11 HEFEI INSTITUTES OF PHYSICAL SCIENCE - CHINESE 
ACADEMY OF SCIENCES（中国） 37

11
NORTHEAST INSTITUTE OF GEOGRAPHY & 
AGROECOLOGY - CHINESE ACADEMY OF SCIENCES
（中国）

37

14 SOUTH CHINA AGRICULTURAL UNIVERSITY（中国） 34

14 SHENYANG INSTITUTE OF APPLIED ECOLOGY -
CHINESE ACADEMY OF SIENCES（中国） 34

14 PRECISION PLANTING（アメリカ） 34

17 JIANGSU UNIVERSITY（中国） 32

18 BEIJING RESEARCH CENTER OF INTELLIGENT 
EQUIPMENT FOR AGRICULTURE（中国） 31

19 NANJING UNIVERSITY（中国） 29

19 HOHAI UNIVERSITY（中国） 29

出典：Questel
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人工衛星等による生育観測技術に関する特許出願件数の経年変化（2003-2022）

2014年以降、全ての区分の特許出願数が増加しており、特にドローン／UAV利用型及び
レーダ利用型に関する特許出願数が急激に増加
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人工衛星等による生育観測技術に関する特許の出願国分布（2003-2012、出願数上位8カ国を抽出）

2003年から2012年にかけては中国からの特許出願がほとんどであり、多くは赤外線利用型
関連特許

出典：Questel
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人工衛星等による生育観測技術に関する特許の出願国分布（2013-2022、出願数上位8カ国を抽出）

2013年以降は、韓国やインド等からの特許出願が増えているが、中国からの特許出願数
が群を抜いている

出典：Questel
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人工衛星等による生育観測技術（可視光利用型）に関する特許の出願国別の経年変化（2003-2022）

可視光利用型については、 2016年以降、中国からの特許出願が急激に増加

出典：Questel
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人工衛星等による生育観測技術（赤外光利用型）に関する特許の出願国別の経年変化（2003-2022）

赤外光利用型については、2016年以降中国からの特許出願が急激に増加しているが、
ほとんどが大学及び研究機関からの出願であるため、これらの技術は実用化段階に至って
いないと推測

出典：Questel
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人工衛星等による生育観測技術（レーダ利用型）に関する特許の出願国別の経年変化（2003-2022）

レーダ利用型については、2018年以降中国からの特許出願が急激に増加しているが、ほと
んどが大学及び研究機関からの出願であるため、これらの技術は実用化段階に至っていな
いと推測

出典：Questel
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人工衛星等による生育観測技術（ドローン／UAV利用型）に関する特許の出願国別の経年変化
（2003-2022）

ドローン／UAV利用型については、2018年以降各国からの特許出願数が増加しており、
直近は中国やインド、オーストラリア、アメリカといった国からの特許出願が多い

出典：Questel
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調査対象特許 PCT出願

調査対象年 2003～2022年（優先権主張年）

使用データベース Questel社「Orbit Insight」

調査方法
 以下の検索式にて、文献の母集団を形成
 母集団として整理した各文献に含まれる技術単語（キーワード）について、データの取得手段（例：「infrared」、

「radar」）に関連する単語が含まれる特許を抽出

検索式
((soil diagnos+ OR soil analys+ OR soil analyz+ OR soil mapping OR soil monitor+)/TI/AB OR ((soil condition)/TI/AB 
AND (g01+)/IPC/CPC) OR ((soil)/TI/AB AND (G16Y-010/05 OR G06Q-050/02 OR G01N-021)/IPC/CPC)) OR (((crop 
growth OR crop production OR crop health OR field product+)/TI/AB)  AND(((detect+ OR analys+ OR analyz+ OR 
monitor+)/TI/AB) OR ((G16Y-010/05 OR G06Q-050/02 OR G01N-021)/IPC/CPC))

土壌・生育診断関連特許の調査方法の概要は以下のとおり
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人工衛星等による生育観測技術関連の論文数推移（2004～2022年）

土壌・生育診断に関連する論文数は直近約20年間で増加傾向にあり、特に2020年を境に
急激に増加している
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国別の人工衛星等による生育観測技術関連の論文数順位

論文数の上位4か国には、特許と同様にアメリカと中国が入っており、続いてイギリスや
フランス、イタリアといった国が並んでいる
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ゲノミックセレクションの概要

任意の品種・系統間における特性の違いとDNA配列等を基に作成した予測モデルにより、
実際に植物を育成することなく求める特性を持つ個体を効率的に選抜する技術

出典：農業・食品産業技術総合研究機構「ゲノミックセレクションのカンキツ育種での有効性」https://www.naro.go.jp/project/results/4th_laboratory/nifts/2017/nifts17_s01.html等より作成

具体的な活用事例（果物類）

• 任意の品種・系統間における特性の違いとDNA配列を基に、優れた特性の個体を選抜する技術
 果実の性質等の形質とDNA配列との関係を表した予測モデルを作成
 本モデルを新たに交雑して得た個体に適用し、果実のつかない段階においても、DNA配列から形質を予測することで、有望な個体のみを選抜

し、圃場に植え付けることが可能
 それにより育種にかかる期間を大幅に短縮可能

• 適用対象としては、畜産物や作物（果物類、野菜類、穀物類）等

ゲノミックセレクションによる予測精度の評価結果

• 農研機構では、果実重、果皮の色、皮のむきやすさ、糖度、酸含量
等17の果実特性及びゲノム全体を網羅する1,841個のDNA配列の
データを用いて、ゲノミックセレクションの予測モデルを作成

• ゲノミックセレクションによる予測モデルの活用により、果実重、果実の
硬さ、果皮の色、果皮のむきやすさ、果肉の色、じょうのう膜のやわら
かさを高精度（観測値と予測値との相関係数0.7以上）で予測

多数の品種・系統
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ゲノミックセレクションによる予測
従来技術による予測凡例17項目の内、15項目で

予測性能が向上

相関関係数0.7以上

https://www.naro.go.jp/project/results/4th_laboratory/nifts/2017/nifts17_s01.html


© 2024. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.169

ゲノミックセレクションに関する特許出願数の推移

2003～2022年にかけて、ゲノミックセレクション関連特許の出願数は増加傾向にあり、特に
2012年を境に毎年約150件以上の特許が出願
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ゲノミックセレクションに関する上位特許権者リスト

ゲノミックセレクション関連特許の上位特許権者はアメリカ、中国に集中

# 特許権者名（国籍） 保有数

1 MONSANTO TECHNOLOGY（アメリカ） 98

2 REPUBLIC OF KOREA NATIONAL FISHERIES RESEARCH 
& DEVELOPMENT INSTITUTE（韓国） 66

3 CHINA NATIONAL SEED（中国） 59

4 JIANGSU ACADEMY OF AGRICULTURAL SCIENCES
（中国） 47

4 NANJING AGRICULTURAL UNIVERSITY（中国） 47

6 HUAZHONG AGRICULTURAL UNIVERSITY（中国） 42

7 INSTITUTE OF CROP SCIENCES CHINESE ACADEMY OF 
AGRICULTURAL SCIENCES（中国） 40

8 PIONEER HI BRED INTERNATIONAL（アメリカ） 36

9 ZHEJIANG UNIVERSITY（中国） 32

10 BASF PLANT SCIENCE（ドイツ） 31

# 特許権者名（国籍） 保有数

10 SYNGENTA PARTICIPATIONS（スイス） 31

12 SOUTH CHINA AGRICULTURAL UNIVERSITY（中国） 30

13 NORTH WEST AGRICULTURE & FORESTRY UNIVERSITY
（中国） 27

14 CORTEVA AGRISCIENCE（アメリカ） 25

14 BEIJING ACADEMY OF AGRICULTURE & FORESTRY 
SCIENCES（中国） 25

14 BASF（ドイツ） 25

17 YUNNAN INSTITUTE OF TOBACCO AGRICULTURE 
SCIENCE（中国） 23

18 CHINA AGRICULTURAL UNIVERSITY（中国） 22

18 SICHUAN AGRICULTURAL UNIVERSITY（中国） 22

18 DOW AGROSCIENCES（アメリカ） 22
出典：Questel



© 2024. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.171

ゲノミックセレクション（適用対象別）に関する特許出願件数の経年変化（2003-2022）

2011年以降、果物類や穀物類を対象としたゲノミックセレクション技術に関する特許の
出願数が増加

0

10

20

30

40

50

60

70

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

家畜 果物類 野菜類 穀物類
出典：Questel



© 2024. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.

11 15 28 2 4

62 87 19 3 2 4 6 20

51 63 22 2 3 3 2 13

108 66 28 3 4 1 4 38

家畜

果物類

野菜類

穀物類

172

ゲノミックセレクション（適用対象別）に関する特許の出願国分布（2003-2012、出願数上位8カ国を抽出）

2003年から2012年にかけて、出願国別では中国とアメリカから特許出願が多く、次いで
日本や韓国から一定数の特許が出願

出典：Questel
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ゲノミックセレクション（適用対象別）に関する特許の出願国分布（2013-2022、出願数上位8カ国を抽出）

2013年以降、果物類や穀物類を対象としたゲノミックセレクション技術に関する特許が
中国から多く出願

出典：Questel
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ゲノミックセレクション（家畜）に関する特許の出願国別の経年変化（2003-2022）

家畜を対象としたゲノミックセレクションについては、2012～2013年にかけて韓国から10件
以上の特許が出願されたが、それ以外の期間では特徴的な傾向なし

出典：Questel
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ゲノミックセレクション（果物類）に関する特許の出願国別の経年変化（2003-2022）

果物類を対象としたゲノミックセレクションについては、2009年以降中国からの特許出願が
徐々に増加しており、技術力を蓄積

出典：Questel
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ゲノミックセレクション（野菜類）に関する特許の出願国別の経年変化（2003-2022）

野菜類を対象としたゲノミックセレクションについては、中国やアメリカからの特許出願数が
多い

出典：Questel
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ゲノミックセレクション（穀物類）に関する特許の出願国別の経年変化（2003-2022）

穀物類を対象としたゲノミックセレクションについては、2012年以降中国からの特許出願が
徐々に増加

出典：Questel

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

中国 アメリカ 韓国 イギリス ドイツ フランス オーストラリア 日本



© 2024. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.178

調査対象特許 PCT出願

調査対象年 2003～2022年（優先権主張年）

使用データベース Questel社「Orbit Insight」

調査方法
 以下の検索式にて、文献の母集団を形成
 母集団として整理した各文献に含まれる技術単語（キーワード）について特許を抽出

検索式

((((A01H)/IPC/CPC) OR (plant+ OR crop+ OR fruit+ OR grain+ OR vegetable+)/TI/AB/OBJ/ADB) AND ((predict+ 3D 
breed+)/TI/AB/OBJ/ADB OR (genom+ 5D predict+ 5D model+)/TI/AB/OBJ/ADB OR(((gene 5D select+) OR (genom+ 5D 
select+)) Not (selective marker OR selectable marker))/TI/AB/OBJ/ADB))OR((((A01H)/IPC/CPC) OR(plant+ OR crop+ 
OR fruit+ OR grain+ OR vegetable+)/TI/AB/OBJ/ADB) AND((predict+ 3D breed+)/TI/AB/OBJ/ADB/ICLM OR
(genom+ 5D predict+ 5D model+)/TI/AB/OBJ/ADB/ICLM OR(((gene 5D select+) OR (genom+ 5D select+)) Not 
(selective marker OR selectable marker))/TI/AB/OBJ/ADB/ICLM) AND (predict+ 3D breed+)/TI/AB/OBJ/ADB/ICLM 
AND(G16B)/IPC/CPC)

ゲノミックセレクション関連特許の調査方法の概要は以下のとおり
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ゲノミックセレクション関連の論文数推移（2004～2022年）

ゲノミックセレクションに関連する論文数は直近約20年間継続して増加傾向にあり、
特に2020年を境に急激に増加
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国別のゲノミックセレクション関連の論文数順位

論文数の上位国には特許と同様にアメリカと中国が入り、特にアメリカについては、第二位
の中国の論文数と比較すると2倍以上
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